
公益財団法人新潟市産業振興財団創業準備補助金交付要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、新潟市内における創業を促進するために、公益財団法人新潟市産業

振興財団（以下「財団」という。）が行う補助金の交付について、必要な事項を定め

る。 

（補助金の種類） 

第２条 前条の目的を達成するため、次に掲げる補助金の交付を行う。 

（１） 創業準備補助金 

（補助対象事業者） 

第３条 補助金の交付の対象となる個人や中小企業者（中小企業基本法（昭和３８ 年法

律第１５４ 号）第２条の規定による）（以下「補助対象者」という。）は、新潟市内に

おいて創業を目指す者とし、その他、公益財団新潟市産業振興財団理事長（以下「理事

長」という。）が、第２条に規定する制度ごとに策定する募集要項（以下「各募集要

項」という。）に定める条件を満たすものとする。 

（補助対象事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、補助対象

者が第 1 条に掲げる目的を果たすために実施するもので、次に掲げる条件を全て満たす

ものとする。 

（１） 当該会計年度内に終了する事業であること 

（２） その他理事長が各募集要項に定める条件 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の交付の対象とする経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象

事業の実施に要する費用のうち、理事長が各募集要項に定める経費とする。ただし、消

費税および地方消費税は補助対象経費から除くものとする。 

（補助金の交付申請）    

第６条 補助金の交付を受けようとする事業者（以下「補助申請者」という。）は、理事

長が各募集要項に定める日までに、補助金交付申請書（様式第１号）を次に掲げる書類

を添えて、理事長に提出するものとする。 

（１） 補助対象事業に係る事業計画書 

（２） 補助対象事業に係る収支明細書 



（３） 中小企業者であることを証明する書類 

（４） 市税の未納がないことを証明する書類 

（５） その他理事長が各募集要項に定める書類 

２ 補助対象事業の目的及び内容により、理事長が特に認めた場合は、前項に規定する書

類の全部又は一部を省略することができる。 

（交付の決定及び通知等） 

第７条 理事長は、補助金の交付の申請があったときは、当該申請に係る書類の審査及び

必要に応じて行う現地調査等により、補助金を交付するか否かを決定するものとする。

この場合において、理事長は、当該申請をした者が暴力団（新潟市暴力団排除条例（平

成２４年新潟市条例第６１号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）、暴

力団員（同条第３号に規定する暴力団員をいう。以下同じ）又は暴力団若しくは暴力団

員と社会的に非難されるべき関係を有するものである場合は、補助金の不交付の決定を

することができる。 

２ 前項の規定により、補助金の交付を決定したときはその決定の内容（交付に条件を付

したときは、その決定の内容及び条件）を、補助金の不交付の決定をしたときはその旨

を、速やかに補助金交付（不交付）決定通知書（様式第２号）により、補助申請者に通

知するものとする。 

３ 補助金の交付可否の決定方法については、理事長が各募集要項に定める方法によるも

のとする。 

４ 理事長は、補助金の交付決定にあたり、有識者等に意見を求めることができる。 

５ 理事長は、補助金の交付を決定する場合において、補助金の交付の目的を達成するた

め必要があると認めるときは、これに必要な条件を付することができる。 

（進捗状況報告） 

第８条 補助金の交付の決定を受けた補助申請者（以下「補助事業者」という。）は、理

事長が必要と認めるときは、補助事業進捗状況報告書（様式第３号）により、補助金の

交付の決定を受けた事業（以下「補助事業」という。）の進捗状況を理事長に報告しな

ければならない。 

（計画変更の承認等） 

第９条 補助事業者が次の各号のいずれかに該当する場合は、速やかに補助事業変更申請

書（様式第４号）を理事長に提出し、理事長の承認を得なければならない。 



（１） 補助事業の内容又はこれに係る予算を変更しようとするとき（理事長が定める

軽微なものを除く）。 

（２） 補助事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 

２ 理事長は、前項の規定による承認をする場合において、当該補助事業者に係る補助金

の交付の決定の内容及びこれに付した条件を変更することができる。 

３ 理事長は、前項の規定による変更をした場合は、補助金交付決定変更通知書（様式第

５号）により、補助事業者に通知するものとする。 

４ 理事長は、補助金の変更交付決定にあたり、有識者等に意見を求めることができる。 

（事故報告等） 

第１０条 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了しないとき又は補助事業の遂行

が困難となったときは、遅滞なくその旨を理事長に報告し、その指示を受けなければな

らない。 

（補助事業の遂行の指示） 

第１１条 理事長は、補助事業者が補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に従

って補助事業を遂行していないと認めるときは、当該補助事業者に対し、これに従って

当該補助事業を遂行すべきことを指示することができる。 

（実績報告） 

第１２条 補助事業者は、補助事業が完了したとき（補助事業の廃止の承認を受けたとき

を含む）は、理事長が定める期日までに、補助事業実績報告書（様式第６号）に次に掲

げる書類を添えて理事長に報告しなければならない。補助事業が完了するまでに補助金

の交付の決定に係る財団の会計年度が終了したときも同様とする。 

（１） 補助事業に係る事業報告書 

（２） 補助事業に係る収支明細書 

（３） その他理事長が必要と認める書類 

（額の確定等） 

第１３条 理事長は、前条の規定により実績報告書を受けた場合においては、当該実績報

告書の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、当該補助事業の成果が補助金の交

付の決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の

額を確定し、その旨を補助金確定通知書(様式第７号)により補助事業者に通知するもの

とする。 



２ 理事長は、前項に規定する補助金の額の確定にあたり、有識者等に意見を求めること

ができる。 

（是正のための措置） 

第１４条 理事長は、第１２条の実績報告書の提出があった場合において、当該補助事業

の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合しないと認めるとき

は、これに適合させるための措置をとるべきことを当該補助事業者に指示することがで

きる。 

２ 第１２条の規定は、前項の規定による指示に従って行う補助事業について準用する。 

（補助金の交付） 

第１５条 補助金は、補助事業者に対して、補助事業の完了後に、毎年度予算の範囲内で

交付するものとする。ただし、理事長が特に認める場合を除き、補助事業が他団体等の

制度による補助金の交付を受けている場合又は受ける予定があるときは、この補助金の

交付の対象としない。 

２ 補助金を交付する補助率及び補助限度額は、別表に掲げるものとする。 

３ 補助金の交付は、当該会計年度内において、１事業者あたり１補助金とする。ただ

し、各募集要項に定める場合は除く。 

４ 補助金の対象となる期間は、交付決定の日の属する年度において、理事長が各募集要

項に定める期間とする。 

（申請の取下げ） 

第１６条 補助申請者又は補助事業者は、当該申請を取下げようとするときは、速やかに

補助金交付申請取下書（様式第８号）にその理由を付して理事長に届け出なければなら

ない。 

２ 前項の規定による届出があったときは、当該申請又は当該申請に係る補助金の交付の

決定はなかったものとみなす。 

（交付決定の取消し等） 

第１７条  理事長は、補助事業者が次の各号の一に該当すると認めるときは、補助金の

交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１） 偽りその他不正の手段により交付の決定を受けたとき。 

（２） 補助金を補助事業以外の用途に使用したとき。 

（３） 補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 



（４） 正当な理由なく第１１条又は第１４条第１項の規定による理事長の指示に従わ

なかったとき。 

（５） 暴力団、暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と社会的に非難されるべき関係

を有するものであるとき。 

（６） その他この要綱又は各募集要項の規定に違反したとき。 

２ 前項の規定は、交付すべき補助金の額の確定があった後においても適用があるものと

する。 

３ 理事長は、第１項の規定による取消しをした場合は、補助金交付決定取消通知書（様

式第９号）により、補助事業者に通知するものとする。 

（補助金の返還） 

第１８条 理事長は、前２条の規定による申請の取下げ又は交付決定の取消しがあった場

合において、当該取下げ又は取消しに係る部分に関し既に補助金が交付されているとき

は、補助事業者に対し、補助金返還命令書（様式第１０号）により期限を定めてその返

還を命ずるものとする。 

２ 理事長は、交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超えて補助

金が交付されているときは、前項の規定の例によりその返還を命ずるものとする。 

３ 補助事業者は、前２項の規定により補助金の返還を命じられたときは、理事長が定め

る期限までに、返還額の全額を財団に納入しなければならない。 

（関係書類の整備及び保存） 

第１９条 補助事業者は、補助事業に係る経費の収支を明らかにした書類及び帳簿を備

え、当該補助事業の完了した日の属する会計年度の終了後５年間保存しておかなければ

ならない。 

（財産の処分の制限） 

第２０条 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した不動産その他理事

長が指定する財産を理事長の承認を受けないで補助金の交付の目的に反して使用し、譲

渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。ただし、補助事業者が補助金

の全部に相当する額を財団に納入したとき、並びに補助金の交付の目的及び当該財産の

耐用年数を勘案して理事長が定める期間を経過したときは、この限りでない。 

（現地調査等） 

第２１条 理事長は、補助金に係る予算の執行の適正を期するため必要があると認めると



きは、補助事業者から報告若しくは資料の提出を求め、又は当該職員をその事務所、事

業所等に赴かせ、帳簿書類その他の物件を調査させ、若しくは関係者に質問させること

ができる。 

（審査委員会） 

第２２条 理事長は、補助金の交付の決定等この要綱の目的達成に必要な意見を聞くため

に有識者等からなる審査委員会（以下「審査委員会」という。）を設置することができ

る。 

２ 審査委員会の運営に関し必要な事項は、別に定める。 

（情報の公表） 

第２３条 理事長は、補助金の交付決定後、次に掲げる事項を公表することができる。た

だし、補助事業者の申出により正当な理由があると認める場合は、全部又は一部を公表

しないものとする。 

（１） 補助事業者の名称及び所在地 

（２） 補助事業の名称 

（３） 交付決定を受けた補助金の制度の名称 

（４） 補助金の交付決定額及び確定額 

（５） その他理事長が必要と認める事項 

（成果の公表） 

第２４条 理事長又は補助事業者は、補助事業の完了後、その成果を公表するものとす

る｡ただし、補助事業者の申出により正当な理由があると認める場合は、その成果の全

部又は一部を公表しないことができる。 

２ 補助事業者は、事業完了後、理事長の求めに応じて補助事業の成果の事業化状況等に

関する報告をしなければならない。 

３ 補助事業者は、理事長が行う補助事業の成果の公表に協力しなければならない。 

（その他） 

第２５条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し、必要な事項は別に定め

る。 

  附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２７年４月１から施行する。 


